
令和元年 8月 20日

駐留軍用地返還跡地利用による活力創出と安全・安心な生活を支える基盤整備

平成25年度　～　平成28年度　（4年間） 北中城村

・地区内の雇用者人数の増加
・道路の整備により、周辺住宅を誘導を行うことによる定住人口の増加
・地区内の民間商業・業務床面積の増加

（H24当初） （H26末） （H28末）
① 働く場の創出により雇用人数を増やす。地区内への調査を行う。

② 土地区画整理地区内の居住人口を調査する。

③ 地区内の民間商業・業務床面積の調査を行う。

事　後　評　価

○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

平成30年度

北中城村HPにおいて公表

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ1　道路事業

番号 事業 地域 交付 直接 道路 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 種別 （延長・面積等） H24 H25 H26 H27 H28

1-A1-1 街路 沖縄 北中城村 間接 北中城村アワセ

土地区画整理組合 区画 改築 道路新設　L=0.93Km 617

1-A1-2 街路 沖縄 北中城村 間接 北中城村アワセ

土地区画整理組合 区画 改築 道路新設　L=0.50Km 393

1-A1-3 街路 沖縄 北中城村 間接 北中城村アワセ

土地区画整理組合 区画 改築 道路新設　L=3.68Km 634

小計（道路事業） 1,644

合計 1,644

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計

番号 備考

備考

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

0百万円
効果促進事業費の割合

0.0%

140人

0人 300人 900人

1,644百万円 Ａ 1,644百万円 Ｂ 0百万円 Ｃ

アワセ土地区画整理事業地区　東西線

アワセ土地区画整理事業地区　区画道路整備

北中城村

北中城村

北中城村

省略
工種 （延長・面積等）

番号 事業者
事業内容

要素となる事業名

        社会資本総合整備計画（活力創出基盤整備）　事後評価書
計画の名称

計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

交付対象事業

事業者
省略
工種

要素となる事業名
市町村名 全体事業費

（百万円）（事業箇所）

0.0㎡ 77,000㎡ 87,000㎡

事後評価の実施体制

事業策定主体にて評価を実施

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

返還された駐留軍用地（泡瀬ゴルフ場跡地）において、土地区画整理事業による計画的まちづくりを推進するとともに、雇用の場や地域の活力を創出し、活気ある地域を形成する。また、課題となっている地域の
人々の安全・安心な生活を支える基盤整備を推進する。

事後評価（中間評価）の実施時期

公表の方法

0人 100人

当初現況値 中間目標値 最終目標値

市町村名
港湾・地区名

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）

アワセ土地区画整理事業地区　南部延伸線



Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計

番号 備考

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

・土地区画整理事業を実施することにより、商業施設や医療施設までの誘致が可能となった。その結果商業施設の開業、医療施設の開院に伴い、多くの
Ⅰ定量的指標に関連する 　雇用の場を確立することができた。
　　　交付対象事業の効果の発現状況 ・計画期間内に民間商業施設の建設が完成したことで、沖縄県中部地区の観光振興となる魅力あるまちが誕生し、早期跡地利用におけるまちづくりの活用ができた。

最終目標値
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値 駐留軍用地跡地の返還に伴い、土地区画整理事業を実施したことにより大型商業施設の進出が

に差が出た要因 決定し開業したことで、雇用の場が生まれ、目標値以上の雇用促進が図られた。
最終実績値

最終目標値 土地区画整理事業を実施することにより、魅力あるまちづくりを目指すために、複合型商業施設交流施設
目標値と実績値 ゾーンを優先的に整備する方針となった。その結果、住宅ゾーンの宅地整備の事業スケジュールを変更し、
に差が出た要因 事業工程の観点から当初目標とした値より下回った結果となったため、目標値を達成できなかった。

最終実績値

最終目標値
目標値と実績値 当初予定していた民間商業施設の建築規模の計画変更により、目標値を上まった値となった。
に差が出た要因

最終実績値

早期跡地利用を目標とし、大型商業施設が開業することで、県内外から多くの人が訪れ、また外国からの観光客の増加により沖縄県への観光を振興する広域交流拠点と
Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況 して位置図けが図られた。
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

景観や安全・安心なまちづくりを検討していく。

番号 事業者
省略

要素となる事業名

140人

4,535人

全体事業費
（百万円）工種

駐留軍用地から返還を経て、土地区画整理事業の手法により、新たな街として早期跡地利用を行うことができた。今後は多くの住民の生活の場、県内外や外国からの観光振興の場として訪れる街とすることを目標に

900人

10人

87,000㎡

123,800㎡

事業内容
市町村名

港湾・地区名

指標①（働く場
の創出による雇
用人数）

指標②（土地区
画整理地区内の
居住人口）

指標③（地区内
の民間商業・業
務床面積）


